
公益財団法人東京都助産師会館 母子保健研修センター助産師学校学則 

 
 

第１章 総 則 

 

（目 的） 

第１条 本校は、助産師が自らの手により、助産師の後輩を育成するという創設以来の精神

に則り、生命の尊厳と豊かな人間性を基盤とした教育を目指すとともに、将来、地域に

おいて主体的な助産師活動が展開できるための基礎的能力を有した人材を育成するこ

とを目的とする。 

（名 称） 

第２条 本校は、母子保健研修センター助産師学校と称し、全日制（一年コース）及び定時制

（二年コース）を置く。 

（位 置） 

第３条 本校を東京都文京区音羽一丁目１９番１８号におく。 

（学科、修業年限、入学定員及び総定員） 

第４条 本校の課程、修業年限、入学定員及び総定員は次のとおりとする。 

 

課程 名 称 修業年限 入学定員 総 定 員 在学年限 

全日制 
一年 

コース 
１年 ２５名 ２５名 ２年 

定時制 
二年 

コース 
２年 ２０名 ４０名 ４年 

 

第２章 学年、学期及び休業日 

 

（学年及び学期） 

第５条 本校の学年は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

  ２ 学年を分けて次の２学期とする。 

     前期   ４月 １日から 

９月３０日まで 

後期  １０月 １日から 

翌年３月３１日まで 

（休業日） 

第６条 本校の休業日は、原則として次のとおりとする。 

   （１）日曜日及び土曜日 

   （２）国民の祝日に関する法律（昭和二十三年法律第百七十八号）で規定する日 

   （３）季節休業（学年を通じて 10週間以内で学校長が定める。） 

２ 学校長は、教育上必要があるときは、休業日を変更することができる。 

３ 臨時休業日は、その都度学校長が定める。 

４ 学校長は、教育上必要と認めるときは、第１項に規定する休業日においても臨時に

授業を行うことができる。 

  



 

第３章 教育課程 

 

（学科目及び授業時数） 

第７条 各コースにおける学科目及び授業時数は、別表１及び別表２のとおりとする。 

２ 各コースの履修科目には、受胎調節実地指導員の認定申請に必要な科目を含むもの

とする。 

 

(授業の方法及び履修) 

第８条 授業は、講義、演習又は実習、並びにこれらの併用により行うものとする。 

    ２ 前項の授業は、教室以外に臨地実習等の実践現場での履修を含むものとする。 

３ 講義及び演習は１５時間から３０時間の授業をもって１単位とし、実験、実習及び

実技については、３０時間から４５時間を１単位とする。臨地実習については４５時

間を１単位とする。 

     

第４章 修了認定 

 

（授業科目修了の認定） 

第９条 学校長は、授業科目の修了の認定をするため、学科目毎に試験等を行うものとする。 

  ２ 前項の試験等は、原則として次に該当する学生が受験することができる。 

（１）講義・演習科目については、出席すべき授業時間数の３分の２以上出席した学生 

（２）実習科目においては、各科目の出席時間数が５分の４以上出席した学生 

３ 科目毎の試験等において、所定の基準に達する能力を認められた者に、科目修了の

単位認定を行う。 

（成績評価） 

第 10 条 各授業科目・実習の成績は１００点満点とし、６０点以上を合格、６０点未満を

不合格とする。 

     各科目・実習の評価基準は次のとおりとする。 

      秀：９０点以上 

      優：８０点以上９０点未満 

      良：７０点以上８０点未満 

      可：６０点以上７０点未満 

      不可：６０点未満 

２ 病気その他やむを得ない事情のため定められた期日に受験することができなかっ

た学生については、本人の願い出により追試験を実施することができる。 

   ３ 前項の試験において、１科目の点数が６０点未満の者に対して当該科目の再試験

を行うことができる。再試験により合格した科目の成績は、６０点とする。 

（単位の取得） 

第 11 条 教育課程における全ての科目修了の認定を受けた学生は課程の修了とみなす。 

  



 

第５章 入学及び転入学 

 

（入学資格） 

第 12 条 本校に入学することのできる者は次の各号の１に該当し、かつ入学試験に合格し

た者でなければならない。 

（１）保健師助産師看護師法第２１条各号のいずれかに該当する者 

（２）看護師免許を有する者 

（入学時期） 

第 13 条 入学時期は、毎年４月とする。 

（入学志望の手続） 

第 14 条 入学を志望する者は、次の各号に掲げる書類に第２７条に定める入学受験料を添

えて、指定期日までに提出しなければならない。 

（１）本校の定める入学願書及び履歴書 

（２）入学資格を有することを証する証明書 

（３）前二号に掲げるもののほか、学校長が必要と認める書類  

（入学試験） 

第 15 条 学校長は、入学志願者に対し、入学試験を行う。 

２ 前項の入学試験は、筆記試験及び面接試験とする。 

３ 入学試験の結果は、教務委員会で審議し、学校長が入学者を決定する。 

（入学許可等） 

第 16 条 本校に入学を許可される者は、前条に規定する入学試験に合格し、学校長が入学

を許可したものとする。 

２ 入学を許可された者は、次の書類等を所定の期日までに提出し、入学手続きを完

了しなければならない。 

 （１）第２７条に定める諸経費 

 （２）身元保証人と連署した誓約書 

 （３）第１２条第１項（２）に該当する者については、看護師国家試験の合格証書

の写し、或いは看護師免許証の写し 

３ 前項（２）に定める身元保証人は、独立の生計を営み身元保証人としての義務を果

すことのできる者でなければならない。また、身元保証人の死亡、その他身元保証人

を変更する場合も同様の条件を有する者とする。 

(転入学) 

第 16 条の２ 本校に転入学を希望する者がある場合は、各課程の教育計画及び実習の進度

が同程度であり、かつ、定員に欠員が生じている場合に限り許可することができる。 

２ 第 12 条から前条までの規定は、前項の規定により転入学しようとする者について

準用する。 

第６章 欠席、休学、復学、退学、除籍及び卒業 

 

（欠  席） 

第 17 条 学生は、病気その他やむを得ない理由により欠席しようとするときは、その旨を

届け出なければならない。 

（休学及び復学） 

第 18 条 病気その他やむを得ない理由により就学できない者が休学しようとするときは、

その理由及び期間を記入した書面に医師の診断書等の休学理由を証する書面を添え

て、身元保証人と連署の休学願を学校長に提出し、その許可を受けなければならない。 

２ 前項の休学理由が消滅したときは、身元保証人と連署の復学願を学校長に提出し、



その許可を得て復学することができる。 

３ 休学の期間は、６か月以内とする。ただし、やむを得ない理由がある場合は、学校

長の許可を得て延長することができる。休学期間は、通算して一年コースは１年、二

年コースは 2 年を超えることはできない。 

４ 前項の休学期間は、在学年限に算入する。 

（退  学） 

第 19 条 学生が病気その他やむを得ない理由により退学しようとする場合は、その理由等

を添え、身元保証人と連署の退学願を学校長に提出し、その許可を受けなければなら

ない。 

（除  籍） 

第 20 条 次の各号の１に該当する学生は、学校長が除籍する。 

（１） 一年コースにおいては２年、二年コースにおいては４年の在学年限を超えた

者 

（２） 第１８条第３項に定める休学期間をこえてなお復学できない者 

（３） 長期間行方不明又は死亡した者 

（４） 学則その他学校長の定めた規則に著しく違反した者 

（５） 授業料等の納入を怠り、督促してもなお納付しない者  

（卒  業） 

第 21 条 学校長は、本校所定の課程を修了したものに卒業証書を授与する。 

 

第７章 教職員組織 

 

（教職員組織等） 

第22条 本校に学校長及び副校長を置き、一年コース及び二年コースにそれぞれ教務主任、

実習調整者及び専任教員を置く。 

２ 各コースに、事務職員及びその他の必要な職員を置く。 

 

（教育運営委員会） 

第 23 条 本校に教育運営委員会を置き、学校長、東京都助産師会館理事長、学校担当理事、

副校長、教務主任及び実習調整者をもって構成する。 

   ２ 教育運営委員会の開催は年２回以上とし、学校長が招集してその議長を務める。 

３ 教育運営委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

（１）学則その他、学校運営及び教育に係る重要提案事項 

（２）第２５条に定める自己点検、評価の結果に基づく重要事項 

（３）その他の養成所運営に関わる重要事項 

（コース別教務委員会） 

第 24 条 コース毎に教務委員会をおき、学校長、副校長、教務主任及び実習調整者、専任

教員をもって構成する。 

２ 教務委員会は、教育運営委員会の議を経て定められる方針に基づき、次の事項を

審議する。 

（１）学生の入学、卒業及び課程の終了等学生の在籍に関する事項 

（２）教育課程の編成に関する事項 

（３）学生の円滑な就学等を支援するために必要な助言、指導、及びその他の援助に

関する事項 

（４）第２５条に定める自己点検及び評価に関する事項のうち、教育に関連する事

項 

（５）その他教育に関する重要事項 



 

第８章 自己点検、評価等 

 

（自己点検及び評価） 

第 25 条 本校は、教育の向上を図り、第１条に揚げる目的及び使命を達成するため、教育

内容、組織、運営並びに施設・設備の状況について、自ら点検及び評価を行うものと

する。 

２ 本校は、前項の点検及び評価の結果について、本校の職員以外の者による検証を行

うよう努めるものとする。 

 

第９章 健康管理 

 

（健康診断） 

第 26 条 学校長は、学生の健康を管理するため、年１回以上の健康診断を実施する。 

   ２ 学生の就学上の相談に応じるために、カウンセラーを置くことができる。 

 

第 10 章  授業料等納入金 

 

（入学受験料、入学金、授業料、実験実習費及び維持運営費） 

第 27 条 本校の入学受験料、入学金、授業料、実験実習費及び維持運営費は、次のとおり

とする。 

一年コース 

費 目 金 額 

入学受験料 35,000 円 

入 学 金 300,000 円 

授 業 料 年  900,000 円 

実験実習費 年  680,000 円 

維持運営費 年  200,000 円 

二年コース 

費 目 金 額 

入学受験料 35,000 円 

入 学 金 300,000 円 

授 業 料 年   600,000 円 

実験実習費 年   400,000 円 

維持運営費 年   200,0０0 円 

 

（入学受験料、入学金、授業料、実験実習費及び維持運営費の納入） 

第 28 条 入学受験料、入学金、授業料、実験実習費及び維持運営費は、所定の期日までに

納入するものとする。 

  ２ 入学前に入学辞退の意思を示した者には、入学金を除き授業料等は返還する。 

(休学･退学･除籍の場合の授業料等) 

第 29 条 休学期間中の授業料は免除する。但し、学期の途中において休学又は復学する場

合は、休学又は復学した日の属する期分の授業料等を納入しなければならない。 

２ 退学を許可され、又は命じられた者及び除籍された者は、その日の属する期分の



授業料等を納入しなければならない。 

３ 休学期間の在籍料は、半期 50,000円（年間維持運営費の 4 分の 1に相当する）

を徴収する。ただし、授業料等を収めている期間については、在籍料は徴収しない。 

 

第 11 章 賞罰 

 

（賞  罰） 

第30条 学校長は、学習成績が優秀で他の学生の模範となる学生を表彰することができる。 

   ２ 学校長は、次の各号の１に該当する学生には、戒告、停学、又は退学を命ずること

ができる。 

    （１）正当な理由なく出席が常でない学生 

    （２）学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した学生 

    （３）学力劣等で、卒業見込がないと認められる学生 

    （４）性行不良で、改善の見込がないと認められる学生 

 

第 12 章 学則の改正 

 

（学則の改正） 

第 31 条 この学則の改正は、教育運営委員会の承認を経、学校長の許可を得てこれを行う。 

               

第 13 章 雑則 

 

（委  任） 

第 32 条 この学則による他、本校の運営に関わる必要な事項は、学校長が別に定める。 

 

附   則 

１．この学則は、昭和５３年４月１日から施行する。 

附   則 

１．この学則は、昭和５３年５月１２日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、昭和５５年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、昭和５６年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、昭和５９年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、昭和６１年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、昭和６３年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、１９９０年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成４年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成７年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成９年４月１日より施行する。 



附   則 

１．この学則は、平成１０年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成１１年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成１３年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成１４年３月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成１４年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成１５年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成１６年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成１７年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成１８年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成１９年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成２０年４月１日より施行する。 

 附   則 

１．この学則は、平成２１年４月１日より施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

    なお、平成２３年度以前に定時制二年コースに入学したものは、学科目及び時間数はな

お従前による。 

附   則 

１．この学則は、平成２３年９月８日から施行する。 

附   則 

１．この学則は、平成 24 年 4月 1 日から施行する。 

附   則 

１． この学則は、平成３０年4 月 1 日から施行する。 

附   則 

１．この学則は、令和４年 4 月1 日から施行する。 

  なお、令和３年度以前に定時制二年コースに入学したものは、学科目及び時間数はなお

従前による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表１（全日制 一年コース 教育課程） 

教育内容 授業科目 単位 時間数 

基礎助産学 

助産学概論 1 15 

生殖の形態機能学Ⅰ 1 15 

生殖の形態機能学Ⅱ 1 15 

女性のライフサイクルにおける基礎医学 1 15 

母子の心理,社会学 １ 15 

人類遺伝と生命倫理 １ 15 

助産学研究 1 30 

助産診断・技術学 

助産診断・技術学Ⅰ（妊娠期） 1 30 

助産診断・技術学Ⅱ（分娩期） 1 30 

助産診断・技術学Ⅲ（産褥期） 1 30 

助産診断・技術学Ⅳ―①（新生児期） 1 30 

助産診断・技術学Ⅳ―②（新生児・乳幼児期） 1 15 

分娩介助技術学 1 30 

ウイメンズヘルスケア １ 30 

ハイリスク妊産褥婦Ⅰ 1 15 

ハイリスク妊産褥婦Ⅱ 1 15 

ハイリスク妊産褥婦Ⅲ 1 15 

家族計画指導の理論と実際 1 30 

健康教育学Ⅰ 1 15 

健康教育学Ⅱ 1 15 

地域母子保健 
地域母子保健Ⅰ 1 15 

地域母子保健Ⅱ 1 15 

助産管理 
助産管理 1 15 

助産の医療安全と災害助産 1 15 

講義合計 講義合計 24 480 

助産学実習 

  

助産診断・技術学実習 10 450 

助産管理実習 1 45 

地域母子保健実習 1 45 

実習合計 実習合計 12 540 

総  計 総  計 36 1020 

母子保健研修センター助産師学校一年コース 

 



別表２（定時制 二年コース 教育課程） 

教育内容 授業科目 単位 時間数 

基礎助産学 

助産学概論 1 15 

女性のライフサイクルにおける基礎医学 1 15 

周産期の薬 1 15 

生命倫理学 1 15 

家族の心理と社会学 1 15 

性と生殖 1 15 

助産学研究Ⅰ 1 15 

助産学研究Ⅱ 1 30 

小  計 8 135 

助産診断・技術学 

妊娠期助産学 1 30 

分娩期助産学 1 30 

産褥期助産学 1 30 

新生児期助産学 1 30 

分娩介助技術学 2 60 

母子の健康科学 1 15 

家族計画支援論 1 30 

周産期の異常 1 15 

ハイリスクの妊産褥婦の助産学 2 30 

健康教育学Ⅰ 1 15 

健康教育学Ⅱ 1 30 

小  計 13 315 

地域母子保健 
地域母子保健 1 15 

地域母子保健の活動と実際 1 15 

小  計 2 30 

助産管理 
助産管理 1 15 

医療安全と災害助産 1 15 

小  計 2 30 

講義合計 25 510 

助産学実習 

助産学実習Ⅰ 6 270 

助産学実習Ⅱ 4 180 

助産管理実習 1 45 

地域母子保健実習 1 45 

実習合計 12 540 

総  計 37 1050 

母子保健研修センター助産師学校二年コース 

 


